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2050年ネットゼロに向けた
計画に関する提言

持続可能な社会に向けたジャパンユースプラットフォーム (JYPS)

1



Japan Youth Platform for Sustainability All Rights Reserved. X (旧Twitter)・Instagram：@JYPS2030 | Facebook：JYPS

団体紹介

日本の若者の声を集約し、
政策提言として日本政府や国連
機関、市民社会に届けるための
プラットフォーム
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気候変動は単なる環境問題ではなく、人権や政治、エネルギーの問題
でもあり、あらゆる人に影響を及ぼす

● 災害や高気温がもたらす高齢者・子どもへのリスク
● 増加する気候難民
● 広がる女性への暴力
● 若者を中心に広がる気候不安症
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気候変動に対する関心・課題意識
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私たちユースも当事者であり、今後も悪影響を受け続けるが・・・
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気候変動に対する関心・課題意識

高校生になるまで気候変動を自分事と
して考える機会がなかった

問題は認識しているが、自分から主体
的に取り組む程ではないと思っていた

⇨気候変動を自分事として理解すること・議論や意思決定に参画する
ことにハードル
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ユースを含め
多様なステークホルダーを巻き込んだ

気候変動対策とは？
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● 電力需要が高い地域と再生可能エネルギーが多く存在する地域は一致し
ていない（図１) →再生可能エネルギーの発電施設が一部の地域に偏り、
電力自給率や環境負荷について地域差が出る

● 日本の電力構成は複雑な上、地域や時期によって変動するため、一般
消費者には電気の生産元を特定するのが難しい

● 再生可能エネルギーについて議論できる人が限られている
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課題１: 集中化したエネルギー生産
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図1

北海道、東北、九州地域等
では導入可能量が電力需要

を大きく上回って
いるものの、関東や関西

では同等程度

(柴田善朗 (2021)「ゼロカーボン・エネルギーの星：再生可能エネルギー　＜１＞再エネはどこにでもある？」より）
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● 環境負荷や経済的負担に対する懸念など、地域住民の声をしっかり聞い
た上で、各地域の特性を活かした発電施設の設置や系統整備による再エ
ネ電気の分配を進める

● 一般消費者にわかりやすい形で電力の産地証明を行い、コミュニティレ
ベルでの電力生産・消費を促進する

● 地域レベルでも再生可能エネルギーについて専門的に議論できる人材の
育成や専門家との連携強化を行う

8

提言１: エネルギーの地域分散・地産地消
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事例１：ドイツのコミュニティ発電

● 欧米諸国の3つの原則
1. 地域の利害関係者が再エネ事業の大半か

すべてを所有している
2. プロジェクトの意思決定はコミュニティー

に基礎を置く組織によって行われる
3. 社会的・経済的便益の多数かすべては地域

に分配される

● 市民エネルギー協同組合とシュタットベルケ 
(自治体から独立した地域公共サービス公社) が
地域で再エネを活用し、エネルギー事業を運営

● 売電収入による経済利益やエネルギーに関連
する新たな産業と雇用も創出

出所: 平沼光（2017)「地域エネルギーの
持続的活用に向けて（中）―地域が主役の
ドイツの再生可能エネルギー事業：経済循
環を促す市民エネルギー協同組合とシュ
タットベルケ」
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● エネルギーの議論に関わる会議体の委員は産業界や化石燃料・原発関連
の機関からの委員が多く、年齢的・性別的にも偏りがあるため、一般の
若者などは意思決定プロセスに関われる機会が少ない（図２）

● 気候市民会議のような「気候変動」をテーマにして市民が議論できる場
は、地域レベルでしか存在しない

● パブリックコメントや提言手交など国民の意見を回収するシステムはあ
るものの、十分に活用されていない
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課題２: 一部の人に限られた意思決定プロセス
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図2

Q：国や自治体などの方針が決定される時に、自分たち
の意見が反映されていると感じますか？

JYPSによる日本全国の若者を対象とした意識調査の結果（n=228）

Q： 環境問題に対してどの程度行動を起こして
いますか？（複数回答可）

出所: 持続可能な社会に向けたジャパンユースプラットフォーム (2024)「新時代のパイオニアプロジェクト調査
報告書：ユース視点での日本のSDGs達成状況分析」pp.44, 52

る

む

国に声を
あげる人
は少数派

4割のユースは自分
たちの意見が意思決
定に反映されている

と感じていない
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● 年齢・ジェンダーバランスを考慮しながら、エネルギーの議論に関わる
会議体に若者やNPOなど利害関係が少ない主体を増やし、選出理由を
明示する

● 気候市民会議のほか、公に開かれた専門家・政治家との意見交換会を国
主導で実施する

● 実施期間の長期化や学校で記入する機会の導入などにより、パブリック
コメント制度を活用する人を増やす

● 若者やその他の主体から提言書を受け取った際は、提言をしっかりと
検討したことを目に見える形で示す
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提言２: 全ての国民に開かれたプロセスの確立
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事例２：世界の気候変動に関する会議・機関

気候市民会議（世界各地）

無作為抽出によって選ばれた市民が気候
変動対策について話し合う会議。
2019年~20年以降、世界各地の国や地域
で開催されており、フランスやイギリス
では国政レベルで開かれている。

気候変動委員会（イギリス）

気候変動について政府に対してアドバイス
を行う独立機関。毎年、英国議会に対し気
候変動対策の進捗状況の報告書を
提出し、政府はこの報告書に対する返答を
議会に提出する義務がある。

出所：IDDRI(2020) 出所：Climate Change Commitee (n.d.)
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● 標準化された評価基準、十分な授業時間、教員のノウハウなどの不足によ
り、環境教育やESDの導入が難しい

● 気候変動について一教科内に座学で学ぶ機会はあっても、分野横断的に学
ぶ機会や実践的に学ぶ機会は少ない

● 学校の外や学校外の人から環境問題や気候変動について学ぶ機会が
少ない
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課題３: 未発達な環境教育・ ESD
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図３
環境教育に関する教員の意識調査

出所：環境省 (2020)「令和２年度環境教育等に関する意識調査
結果概要」pp.7,8

地域・NPO・企業と
の連携は学びの質が
高くなるが、調整が
難しいことがわかる

環境教育の実施にあたっ
て、授業時間やプログラ
ム・カリキュラムを調整
するのが難しいとわかる
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● 標準化された評価基準の策定、フィールドワークに割ける授業時間の確保、
教員の研修や育成など通じて、義務教育課程内の生徒が、主体的かつ能動的
に気候変動について考えられる機会を拡充する

● 企業やNPO、ユース団体など、第三者的な視点を持ったアクターの教育への
参画を促進し、学習者が気候変動について分野横断的かつ批判的に考えられ
るようにする

● 勉強会の開催やカーボンフットプリント表示の義務化などを通じて、学校教育外
でも国民が気候変動について意識し、行動できる機会を増やす
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提言３:あらゆる場面での多面的な教育の拡充
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事例３：地域と連携したESD実践

エコの輪 環境教室
（株式会社エコスタイル）

再生可能エネルギーの普及促進を展開し
ている企業によるプログラム。全国の
中学校や高校でエネルギーや環境、キャ
リアについての出張授業を行っている。

ESDスタディツアープログラム
（RCE兵庫-神戸）

高校生や大学生に、地域のESDの現場を
ボランティアとして体験するきっかけを
提供するプログラム。SDGsについて
分野横断的に取り組んでいる現場が提供
されている。

出所：エコスタイル (n.d.) 出所：ESD推進ネットひょうご神戸 (n.d.) 
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多様なセクターで多様な主体の参画を

産業

地域レベルの
エネルギー生産・消費

政治

 若者・女性も参加
できる意思決定

プロセス

教育

実践的・実務的な
知識や経験も身に
つけられる環境教
育・ESD

学校・大学

NPO

ユース

政府省庁

企業自治体
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